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1.はじめに 

 中山間地域の農地は、国内の食料安定供給

や多面的機能確保に貢献しており、今後もそ

の多くを保全していくことが望ましい。その

ためには圃場整備を実施して、農業生産や農

地管理上不利な条件を改善する必要がある。 
しかし、中山間地域の場合、将来の営農の

継続への不安や在村の後継者の不在なども

あり、近年、圃場整備の実施に消極的な地権

者の増加が懸念される。そのため、事業を実

施した場合、それを機に「不換地」で農地を

手放す地権者が多数生じて、その土地の処分

や事業費負担が増えることで、事業の実施そ

のものが困難化するおそれがある。 
 これまで、圃場整備事業の不換地について

は、その法的な扱い方等についての解説書等

はあるものの、その実態と対策に関する研究

は見受けられず、また、政府関連機関等によ

る調査も行われていない。 
 本研究では、中山間地域で近年圃場整備事

業を実施した地区を対象に、不換地の発生面

積と支払われた価額（換地清算金）の動向を

明らかにすることを目的とした。また、不換

地発生への対策と課題について検討した。 
2.研究の方法 

 中山間地域での圃場整備事業実施地区が

多い新潟県、石川県、島根県を対象に、各県

から H20～H29 年度に換地処分を行った地
区ごとの換地計画書の地区総計表を入手し、

不換地の発生面積および換地清算金の経年

変化を求めた。その際、非農用地換地で国県

道などを創出・清算している場合、地区の不

換地面積が多くなり換地清算金が高くなる

おそれがあるため、こうした地区は除外した。

また、換地工区が複数ある場合は、1 つの事
業地区としてまとめた。各地区の不換地発生

の年は、不換地の計画が事業開始時に検討さ

れることが多いと考え、事業開始年を用いた。

この処理により残った、H5～H26 に事業を
開始した 37地区を分析対象とした。 
 また、不換地発生率の高い 4地区を対象に、
各筆換地等明細書を閲覧し、不換地の出し手

と受け手の従前地・換地の変化等を求めた。 
また、不換地への対応等について、土地改

良区、県土連および県の圃場整備担当者に現

地・電話で聞き取り調査を行った。 
3.換地清算金と不換地率の動向 

 Fig.1 に各県の地区ごとの 10 a あたりの

換地清算金と不換地率を示す。換地清算金は

50 万円未満が 8 割、20 万円未満が 5 割を占

めた。近年（H22 から H26）では、ほぼ全てが

50 万円未満であり、20 万円未満も 7 割を占

め、低下が見られた。一方、不換地率は近年

（同年）15%以上の地区が5割を占めており、

増加傾向が見られた。 

 また、換地清算金と不換地率を指標として

各地区を区分Ⅰ～Ⅲに分類し、事業期間を 3

期に分けて地区数を求めた（Fig.2）。これよ

り、各県とも近年になって区分Ⅲが増えてい

ることがわかる。また、各地区を地形図で確
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認したところ、区分Ⅰは中山間でも平場に近

いなど条件が良い地区、区分Ⅲはかつては山

間部など条件が厳しい地区ばかりであった

が、近年になって比較的条件の良い地区も見

られた。このことは、中山間地域全体として、

換地清算金の減少と不換地率の増加が進ん

でいることがうかがえた。 

4.不換地の受け手～不換地の処理 

 新潟県で不換地率が 15%を超える 4 地区に

ついて不換地の出し手と受け手を求めた。 

いずれの地区でも事業計画当初の段階で

不換地の受け手を決めることが求められた。

このうち 1地区は、資力のある担い手農家 3

名がまとめて引き受けた。清算金単価は 120

円/m2程度だが、取得地は 0.6 ha～1.2 haで、

各自の支払いは最低 70 万円、最高 147 万円

にもおよぶ。 

一方、他の 3地区は大半の農家が増歩換地

で引き受けた。増歩も 1名あたり 0.1 ha程

度であったため、1 名あたりの支払いは平均

18万円であった。また、その多くは圃場整備

後、集落共同で設立した農業生産法人に換地

を貸与している。増歩に意欲的な担い手農家

がいない地区の場合、換地清算金が 20 万円

/10 a 程度、不換地率が 15％程度であれば、

こうした地区全体で増歩を引き受ける方式

が不換地の処理に有効といえる。 

5. 圃場整備における不換地発生の課題 

 各県とも圃場整備の実施にあたって、農地

を保有し続けて担い手経営体に貸し出すこ

とを推奨して不換地の発生をおさえ、発生し

た場合は土地改良区に受け手の確保を求め、

その対応がとれた地区のみ事業が実施でき

ている。不換地の受け手が増歩換地を受け入

れるためには、清算金の単価が安く、事業後

の農業生産が長期的に継続される必要があ

る。圃場整備に先立って集落の農業の担い手

を確実にするという現在の施策を続けると

ともに、個人が増歩換地を受けきれない場合

に備え、生産法人等が創設農用地換地を受け

る場合の課題と対策も検討すべきと考える。 
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Fig.1 10 aあたり換地清算金と不換地率の関係 

Fig.2 10 aあたり換地清算金と不換地率の区分 
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注）　（　　　）は、各期間内の地区数に対する割合を示す

項目
１０ａあたり換地清算金

不
換
地
率

Ｈ ５～Ｈ１６ ０地区 （ ０％）

Ｈ１７～Ｈ２１ ４地区 （２２％）

Ｈ２２～Ｈ２６ ６地区 （４６％）

Ｈ ５～Ｈ１６ ３地区 （５０％）

Ｈ１７～Ｈ２１ １１地区 （６１％）

Ｈ２２～Ｈ２６ ６地区 （４６％）

Ｈ ５～Ｈ１６ ３地区 （５０％）

Ｈ１７～Ｈ２１ ３地区 （１７％）

Ｈ２２～Ｈ２６ １地区 （ ８％）
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